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(57)【要約】
【課題】シール性能を全周に亘って安定させる。
【解決手段】互いに対応する一対のシール面２２，２５
の間で弾性的に挟み付けられるシールリング１０には、
第１シール面２２に押圧されることにより弾性変形する
姿勢保持部１２と、姿勢保持部１２の弾性変形時の変位
方向を特定の向きに規制する変形方向規制手段１５とが
設けられ、姿勢保持部１２の弾性復元力により、一対の
シール面２２，２５に対してシールリング１０が一定の
姿勢に保持される。これにより、一対のシール面２２，
２５に対するシールリング１０の密着状態、即ちシール
性能が全周に亘って安定する。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに対応する一対のシール面と、
　前記一対のシール面の間で弾性的に挟み付けられるシールリングとを備え、
　前記シールリングには、
　前記一対のシール面のうち少なくとも一方の前記シール面に対して押圧されることによ
り弾性変形する姿勢保持部と、
　前記姿勢保持部の弾性変形時の変位方向を特定の向きに規制する変形方向規制手段とが
設けられ、
　前記姿勢保持部の弾性復元力により、前記一対のシール面に対して前記シールリングが
一定の姿勢に保持されるようになっていることを特徴とするシール構造。
【請求項２】
　前記姿勢保持部が、前記シール面における異なる２位置に当接するように一対設けられ
、
　前記変形方向規制手段が、前記一対の姿勢保持部を互いに相手側の姿勢保持部から離れ
る方向へ弾性変形させるようになっていることを特徴とする請求項１記載のシール構造。
【請求項３】
　前記シールリングには、前記シール面に対して弾性的に密着するリップ部が、前記一対
の姿勢保持部の間に配置されて形成されていることを特徴とする請求項２記載のシール構
造。
【請求項４】
　前記一対のシール面のうち前記姿勢保持部を弾性変形させる第１の前記シール面とは反
対側の第２の前記シール面が形成されている部材には、前記姿勢保持部を、前記第１のシ
ール面との間で弾性的に且つ液密状に挟み付ける押圧面が形成されていることを特徴とす
る請求項１ないし請求項３のいずれか１項に記載のシール構造。
【請求項５】
　前記一対のシール面のうち前記姿勢保持部を弾性変形させる第１の前記シール面とは反
対側の第２の前記シール面を有する部材には、前記シールリングのベース部を嵌合するた
めの嵌合溝が形成され、
　前記嵌合溝の内面が前記第２のシール面となっており、
　前記ベース部には、前記第２のシール面における異なる２位置に液密状に当接可能な一
対のリップ部が形成されていることを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれか１項
に記載のシール構造。
【請求項６】
　互いに対応する一対のシール面の間で弾性的に挟み付けられるシールリングであって、
　前記一対のシール面のうち少なくとも一方の前記シール面に対して押圧されることによ
り弾性変形する姿勢保持部と、
　前記姿勢保持部の弾性変形時の変位方向を特定の向きに規制する変形方向規制手段とを
備え、
　前記姿勢保持部の弾性復元力により、前記一対のシール面に対して一定の姿勢に保持さ
れるようになっていることを特徴とするシールリング。
【請求項７】
　前記姿勢保持部が、前記シール面における異なる２位置に当接するように一対設けられ
、
　前記変形方向規制手段が、前記一対の姿勢保持部を互いに相手側の姿勢保持部から離れ
る方向へ弾性変形させるようになっていることを特徴とする請求項６記載のシールリング
。
【請求項８】
　前記一対の姿勢保持部の間には、前記シール面に対して弾性的に密着するリップ部が形
成されていることを特徴とする請求項７記載のシールリング。
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【請求項９】
　前記姿勢保持部は、
　前記一対のシール面のうち前記姿勢保持部を弾性変形させる第１の前記シール面と、前
記第１のシール面とは反対側の第２の前記シール面が形成されている部材に形成した押圧
面との間で、弾性的に且つ液密状に挟み付けられるようになっていることを特徴とする請
求項６ないし請求項８のいずれか１項に記載のシールリング。
【請求項１０】
　前記一対のシール面のうち前記姿勢保持部を弾性変形させる第１の前記シール面とは反
対側の第２の前記シール面を有する部材に形成されて、内面が前記第２のシール面となっ
ている嵌合溝に対し、ベース部を嵌合させるようになっているシールリングであって、
　前記ベース部には、前記第２のシール面における異なる２位置に液密状に当接可能な一
対のリップ部が形成されていることを特徴とする請求項６ないし請求項９のいずれか１項
に記載のシールリング。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シール構造及びシールリングに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、パネルと、パネルに取り付けたコネクタとの間の防水を図るためのシ
ール構造が開示されている。このシール構造では、コネクタにおけるパネルとの対向面に
シール溝がリング状に形成され、シール溝には、パネルのシール面と対応するリップ部を
有する弾性材料からなるシールリングが取り付けられており、コネクタをパネルに取り付
けると、リップ部が弾性変形した状態でシール面に密着することにより、防水が図られる
。
【特許文献１】特開２００１－０６８２０５公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　上記のような防水構造では、コネクタをパネルに取り付ける過程で、リップ部がシール
面に押し付けられるのに伴ってリップ部の変形の度合いが進むようになっているが、この
ときリップ部の変形の形態が全周に亘って一定しない場合がある。つまり、リップ部の一
部が内周側へ傾きながら変形する一方で、リップ部の別の部分が外周側へ傾きながら変形
するという事態が生じ得る。このようになると、シールリングが捻れるように変形するの
で、リップ部の弾性変形量が全周に亘って均一にならず、シール性能が不安定になること
が懸念される。
　本発明は上記のような事情に基づいて完成されたものであって、シール性能を全周に亘
って安定させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記の目的を達成するための手段として、請求項１の発明は、互いに対応する一対のシ
ール面と、前記一対のシール面の間で弾性的に挟み付けられるシールリングとを備え、前
記シールリングには、前記一対のシール面のうち少なくとも一方の前記シール面に対して
押圧されることにより弾性変形する姿勢保持部と、前記姿勢保持部の弾性変形時の変位方
向を特定の向きに規制する変形方向規制手段とが設けられ、前記姿勢保持部の弾性復元力
により、前記一対のシール面に対して前記シールリングが一定の姿勢に保持されるように
なっているところに特徴を有する。
【０００５】
　請求項２の発明は、請求項１に記載のものにおいて、前記姿勢保持部が、前記シール面
における異なる２位置に当接するように一対設けられ、前記変形方向規制手段が、前記一
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対の姿勢保持部を互いに相手側の姿勢保持部から離れる方向へ弾性変形させるようになっ
ているところに特徴を有する。
【０００６】
　請求項３の発明は、請求項２に記載のものにおいて、前記シールリングには、前記シー
ル面に対して弾性的に密着するリップ部が、前記一対の姿勢保持部の間に配置されて形成
されているところに特徴を有する。
【０００７】
　請求項４の発明は、請求項１ないし請求項３のいずれかに記載のものにおいて、前記一
対のシール面のうち前記姿勢保持部を弾性変形させる第１の前記シール面とは反対側の第
２の前記シール面が形成されている部材には、前記姿勢保持部を、前記第１のシール面と
の間で弾性的に且つ液密状に挟み付ける押圧面が形成されているところに特徴を有する。
【０００８】
　請求項５の発明は、請求項１ないし請求項４のいずれかに記載のものにおいて、前記一
対のシール面のうち前記姿勢保持部を弾性変形させる第１の前記シール面とは反対側の第
２の前記シール面を有する部材には、前記シールリングのベース部を嵌合させるための嵌
合溝が形成され、前記嵌合溝の内面が前記第２のシール面となっており、前記ベース部に
は、前記第２のシール面における異なる２位置に液密状に当接可能な一対のリップ部が形
成されているところに特徴を有する。
【０００９】
　請求項６の発明は、互いに対応する一対のシール面の間で弾性的に挟み付けられるシー
ルリングであって、前記一対のシール面のうち少なくとも一方の前記シール面に対して押
圧されることにより弾性変形する姿勢保持部と、前記姿勢保持部の弾性変形時の変位方向
を特定の向きに規制する変形方向規制手段とを備え、前記姿勢保持部の弾性復元力により
、前記一対のシール面に対して一定の姿勢に保持されるようになっているところに特徴を
有する。
【００１０】
　請求項７の発明は、請求項６に記載のものにおいて、前記姿勢保持部が、前記シール面
における異なる２位置に当接するように一対設けられ、前記変形方向規制手段が、前記一
対の姿勢保持部を互いに相手側の姿勢保持部から離れる方向へ弾性変形させるようになっ
ているところに特徴を有する。
【００１１】
　請求項８の発明は、請求項７に記載のものにおいて、前記一対の姿勢保持部の間には、
前記シール面に対して弾性的に密着するリップ部が形成されているところに特徴を有する
。
【００１２】
　請求項９の発明は、請求項６ないし請求項８のいずれかに記載のものにおいて、前記姿
勢保持部は、前記一対のシール面のうち前記姿勢保持部を弾性変形させる第１の前記シー
ル面と、前記第１のシール面とは反対側の第２の前記シール面が形成されている部材に形
成した押圧面との間で、弾性的に且つ液密状に挟み付けられるようになっているところに
特徴を有する。
【００１３】
　請求項１０の発明は、請求項６ないし請求項９のいずれかに記載のものにおいて、前記
一対のシール面のうち前記姿勢保持部を弾性変形させる第１の前記シール面とは反対側の
第２の前記シール面を有する部材に形成されて、内面が前記第２のシール面となっている
嵌合溝に対し、ベース部を嵌合させるようになっているシールリングであって、前記ベー
ス部には、前記第２のシール面における異なる２位置に液密状に当接可能な一対のリップ
部が形成されているところに特徴を有する。
【発明の効果】
【００１４】
　＜請求項１及び請求項６の発明＞
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　姿勢保持部は、変形方向規制手段により一定の方向へ変位して弾性変形し、この姿勢保
持部の弾性復元力により、シールリングが一対のシール面に対して一定の姿勢に保持され
る。これにより、一対のシール面に対するシールリングの密着状態、即ちシール性能が全
周に亘って安定する。
【００１５】
　＜請求項２及び請求項７の発明＞
　一対の姿勢保持部は、シール面上で拡がるように弾性変形するので、シール面上におけ
る一対の姿勢保持部の当接位置間の距離が大きくなる。したがって、シールリングは、よ
り安定した姿勢に保持される。
【００１６】
　＜請求項３及び請求項８の発明＞
　一対の姿勢保持部の間にリップ部が形成されているので、シール面に対するリップ部の
弾性変形の仕方が安定し、高いシール性能が発揮される。
【００１７】
　＜請求項４及び請求項９の発明＞
　姿勢保持部は、シールリングの姿勢を保持する機能に加えて、シール機能も兼ね備えて
いるので、シールリングの形状の簡素化を維持しながらシール性能の向上を図ることがで
きる。
【００１８】
　＜請求項５及び請求項１０の発明＞
　一対のリップ部は、第２のシール面における異なる２位置に当接するので、姿勢保持部
と同様、嵌合溝内においてシールリングの姿勢を保持する機能を発揮する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　＜実施形態１＞
　以下、本発明を具体化した実施形態１を図１乃至図５を参照して説明する。図１及び図
２に示すのは、ゴム製のシールリング１０である。シールリング１０は、リング状をなす
ベース部１１の外面に、一対の姿勢保持部１２と、１つの第１リップ部１６と、一対の第
２リップ部１８とを一体に形成したものである。図３～５に示すように、これらの姿勢保
持部１２と第１リップ部１６と第２リップ部１８は、いずれも、周方向（ベース部１１の
長さ方向）に沿ってベース部１１からリブ状に突出しているとともに、ベース部１１の全
周に亘って連続した形態で形成されている。また、姿勢保持部１２と第１リップ部１６と
第２リップ部１８を突出形成したことにより、シールリング１０の周方向（長さ方向）と
交差する断面形状は、全体として概ねＷ形をなしている。
【００２０】
　一対の姿勢保持部１２は、ベース部１１の正面（図１に現れる面であり、図２～５にお
ける上側の面）と直交する仮想線（図示せず）に関して対称であり、ベース部１１の正面
から斜め前方へ突出している。即ち、一方（図３～５における右側）の姿勢保持部１２は
、ベース部１１の内周側の縁部から内周側に傾いた方向へ延出する形態で前方へ突出し、
ベース部１１の内周側の側面よりも更に内周側へ突出している。他方の姿勢保持部１２は
、ベース部１１の外周側の縁部から外周側に傾いた方向へ延出する形態で前方へ突出し、
ベース部１１の外周側の側面よりも更に外周側へ突出している。この姿勢保持部１２の突
出端部の断面形状は、略半円弧形をなしている。かかる姿勢保持部１２は、その基端部１
３（ベース部１１に連なる後端部）を支点として傾動しながら弾性変形し得るようになっ
ている。
【００２１】
　この一対の姿勢保持部１２は、姿勢保持部１２が弾性変形する際に、その弾性変形の向
きを一定の方向に規制するための変形方向規制手段１５を備えている。即ち、後述する第
１部材２０と第２部材２３を組み付ける過程では、姿勢保持部１２の突出端の当接部１４
が第１部材２０の第１シール面２２に当接するのであるが、この当接部１４と姿勢保持部
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１２の基端部１３（傾動支点）とは、両部材２０，２３の組み付け方向と直角な方向（即
ち、第１シール面２２と平行な方向）において互いに離間した位置に配置されている。こ
の当接部１４と傾動支点（基端部１３）の配置により、変形方向規制手段１５が構成され
ている。
【００２２】
　第１リップ部１６は、ベース部１１の正面から前方へ突出しており、一対の姿勢保持部
１２の間（中間位置）に配置されている。この第１リップ部１６の断面形状は、それ自体
が、一対の姿勢保持部１２の対称軸（図示せず）に関して対称な略半円弧形状をなしてい
る。また、第１リップ部１６の前方への突出寸法は、姿勢保持部１２の突出寸法よりも小
さい寸法に設定されている。
【００２３】
　第１リップ部１６と一対の姿勢保持部１２との間には、一対の第１溝部１７が形成され
ている。この第１溝部１７により、姿勢保持部１２は、第１リップ部１６とは独立した形
態で弾性変形し得るようになっているとともに、第１リップ部１６が姿勢保持部１２とは
独立して弾性変形し得るようになっている。この第１溝部１７の断面形状は、略半円弧形
をなしている。
【００２４】
　一対の第２リップ部１８は、上記一対の姿勢保持部１２の対称軸（図示せず）に関して
対称であり、ベース部１１の背面から後方へ突出している。一方（図３～５における右側
）の第２リップ部１８は、ベース部１１の内周側の縁部からベース部１１の外側面に沿っ
て後方へ突出している。他方の第２リップ部１８は、ベース部１１の外周側の縁部からベ
ース部１１の外側面に沿って後方へ突出している。第２リップ部１８の突出端部の断面形
状は、略半円弧形をなす。
【００２５】
　この一対の第２リップ部１８の間には、１本の第２溝部１９が形成されている。この第
２溝部１９は、第１リップ部１６の後方に位置するように配置されているので、ベース部
１１は、第１リップ部１６を後方へ変位させるような形態で弾性変形し得るようになって
いる。また、第２溝部１９により、一対の第２リップ部１８は、互いに独立した弾性変形
し得るようになっている。第２溝部１９の断面形状は、略半円弧形をなす。
【００２６】
　このシールリング１０は、図３～５に示すように、第１部材２０と第２部材２３との間
で弾性的に挟み付けられることにより、第１部材２０と第２部材２３との間を液密状にシ
ールし得るようになっている。
　第１部材２０は、シールリング１０の正面側に対向するように配置され、本実施形態で
は貫通形態の取付孔２１が形成されたパネルからなる。この第１部材２０の背面（シール
リング１０と対向する後面面）のうち取付孔２１の開口縁部は、リング状をなす第１シー
ル面２２となっている。
【００２７】
　第２部材２３は、第１部材２０に対して、取付孔２１を覆うように背面（後面）側から
組み付けられるコネクタからなる。また、上記第１部材２０には、正面側から相手コネク
タ（図示せず）が取り付けられるようになっており、取付孔２１を介して第２部材２３と
相手コネクタとが嵌合され、双方に設けた端子金具（図示せず）が電気的導通可能に接続
されるようになっている。
【００２８】
　この第２部材２３の正面には、第１シール面２２と対向するように開口する嵌合溝２４
が、第１シール面２２に沿ってリング状に形成されている。嵌合溝２４の断面形状は方形
であり、嵌合溝２４の奥端面（第１部材２０と第２部材２３を組み付けた状態において第
１シール面２２に対して平行に対向する内面）は、第２シール面２５（本発明の構成要件
である第２のシール面）となっている。この嵌合溝２４内には、シールリング１０のうち
ベース部１１と一対の第２リップ部１８とが嵌合され、これにより、シールリング１０は
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第２部材２３に保持されている。また、シールリング１０を嵌合溝２４に嵌合した状態で
は、一対の姿勢保持部１２と第１リップ部１６は、第２部材２３の正面から前方へ突出さ
れている。
【００２９】
　また、第２部材２３の正面における嵌合溝２４の開口縁部、即ち第２部材２３の正面の
うち嵌合溝２４の内縁の沿った領域と、嵌合溝２４の外周縁に沿った領域は、一対の押圧
面２６となっている。第１部材２０と第２部材２３が組み付けられた状態においては、押
圧面２６が、第１シール面２２に対し姿勢保持部１２を介して（挟んで）平行に対向する
ようになっている。
【００３０】
　次に、本実施形態の作用を説明する。
　第１部材２０と第２部材２３を組み付ける際には、第１シール面２２に対して第２シー
ル面２５と押圧面２６が平行となるようにしながら、第１部材２０に対し、後方から第２
部材２３を第１シール面２２と略直角に接近させる。この過程では、図４に示すように、
第１シール面２２に対して一対の姿勢保持部１２の当接部１４が当接する。この当接部１
４は、第１シール面２２と平行な方向において、姿勢保持部１２の基端部１３（傾動支点
）から離れた位置に配置されているので、姿勢保持部１２は、第１シール面２２と平行な
方向において当接部１４を基端部１３から離間させる方向へ変位させる向きに傾動するよ
うに弾性変形する。
【００３１】
　即ち、内周側に位置していて弾性変形しない自由状態において内周側へ傾いている姿勢
保持部１２は、さらに内周側へ傾くように弾性変形し、外周側に位置していて自由状態に
おいて外周側へ傾いている姿勢保持部１２は、さらに外周側へ傾くように弾性変形する。
つまり、一対の姿勢保持部１２は、互いに離間するように拡開変形する。両部材２０，２
３の組み付け（接近）が進むと、それに伴い、一対の姿勢保持部１２における第１シール
面２２との当接部１４の間隔が、次第に外周側と内周側へ拡がっていく。
【００３２】
　両部材２０，２３の組付けと姿勢保持部１２の弾性変形が進むと、第１リップ部１６が
第１シール面２２に当接する。これ以降は、両部材２０，２３の組付けが進むのに伴い、
第１リップ部１６が、潰れるように弾性変形し、第１シール面２２に対して密着面積を拡
大させながら液密状に密着する。また、姿勢保持部１２の弾性復元力及び第１リップ部１
６の弾性復帰により、ベース部１１が嵌合溝２４内で第２シール面２５側へ変位し、第２
リップ部１８が第２シール面２５に押し付けられていく。これにより、第２リップ部１８
が、第２シール面２５に押し付けられて潰れるように弾性変形し、第２シール面２５に対
して密着面積を拡大しながら液密状に密着する。
【００３３】
　そして、第２部材２３が第１部材２０に対して正しく組み付けられた状態になると、図
５に示すように、第１シール面２２に対する第１リップ部１６の密着状態及び第２シール
面２５に対する第２リップ部１８の密着状態が維持されたまま、一対の姿勢保持部１２の
基端部１３を支点とする傾動変位量が最大になるとともに、一対の姿勢保持部１２が、第
１シール面２２と押圧面２６との間で挟み付けられることにより、第１シール面２２と押
圧面２６に対して液密状に密着する。以上により、第１部材２０と第２部材２３との隙間
が、シールリング１０によって液密状にシールされる。
【００３４】
　本実施形態では、両部材２０，２３を組み付ける過程において、シールリング１０の第
１リップ部１６が第１シール面２２に当接するのに先立ち、姿勢保持部１２を弾性変形さ
せ、この姿勢保持部１２の弾性復元力により、両シール面２２，２５に対してシールリン
グ１０が一定の姿勢に保持されるようになっている。したがって、第１シール面２２に対
し、第１リップ部１６が確実に正しい形態で弾性変形しながら密着され、これにより、シ
ール性能がシールリング１０の全周に亘って安定する。
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【００３５】
　また、姿勢保持部１２を、第１シール面２２における異なる２位置に当接するように一
対設け、この一対の姿勢保持部１２を、互いに相手側の姿勢保持部１２から離れる方向へ
弾性変形させるようにしている。つまり、一対の姿勢保持部１２が、第１シール面２２上
において拡がるように弾性変形するので、シール面上における一対の姿勢保持部１２の当
接位置間の距離が大きくなる。したがって、姿勢保持部１２が第１シール面２２に対して
一箇所で当接している場合に比べると、シールリング１０の姿勢を、より安定して保持す
ることができる。
【００３６】
　また、第１シール面２２に対して弾性的に密着する第１リップ部１６を、一対の姿勢保
持部１２の間に配置しているので、第１シール面２２に対する第１リップ部１６の弾性変
形の仕方が安定し、高いシール性能が発揮される。
【００３７】
　また、姿勢保持部１２を押圧して弾性変形させる第１シール面２２とは反対側の第２部
材２３には、姿勢保持部１２を、第１シール面２２との間で弾性的に且つ液密状に挟み付
ける押圧面２６を形成している。このように、姿勢保持部１２は、シールリング１０の姿
勢を保持する機能に加えて、シール機能も兼ね備えているので、シールリング１０の形状
の簡素化を維持しながらシール性能の向上を図ることができる。
【００３８】
　また、姿勢保持部１２を押圧して弾性変形させる第１シール面２２とは反対側の第２部
材２３には、シールリング１０のベース部１１を嵌合させるための嵌合溝２４を形成し、
この嵌合溝２４の内面を第２シール面２５とし、さらに、ベース部１１に、第２シール面
２５における異なる２位置に液密状に当接可能な一対の第２リップ部１８を形成した。こ
の一対の第２リップ部１８は、第２シール面２５における異なる２位置に当接するので、
姿勢保持部１２と同様、嵌合溝２４内においてシールリング１０の姿勢を保持する機能を
発揮する。
【００３９】
　＜他の実施形態＞
　本発明は上記記述及び図面によって説明した実施形態に限定されるものではなく、例え
ば次のような実施態様も本発明の技術的範囲に含まれる。
　（１）上記実施形態では、姿勢保持部として、シールリングの取付け母体（第２部材）
とは反対側の第１シール面に押圧するもののみを設けたが、姿勢保持部は、シールリング
の取付け母体側の第２シール面に押圧するもののみを設けてもよく、第１シール面に押圧
する姿勢保持部と第２シール面に押圧する姿勢保持部の双方を設けてもよい。
　（２）上記実施形態では姿勢保持部を一対（２つ）設けたが、１つのシールリングに設
ける姿勢保持部の数は、１つでもよく、３つ以上でもよい。
　（３）上記実施形態では一対の姿勢保持部を対称な形態としたが、一対の姿勢保持部は
非対称な形態であってもよい。
　（４）上記実施形態では一対の姿勢保持部が互いに反対方向へ弾性変形するようにした
が、一対の姿勢保持部が互いに同じ方向へ弾性変形するようにしてもよい。
　（５）上記実施形態では一対の姿勢保持部が互いに相手側から離れる方向へ弾性変形す
るようにしたが、一対の姿勢保持部が相手側の姿勢保持部に近づく方向へ弾性変形するよ
うにしてもよい。
　（６）上記実施形態では姿勢保持部を押圧する第１シール面に密着する第１リップ部を
、一対の姿勢保持部の間に配置したが、第１リップ部は一対の姿勢保持部の間とは異なる
位置に配置されていてもよい。
　（７）上記実施形態では姿勢保持部がシール機能を兼ね備えるようにしたが、姿勢保持
部は、シール性能を発揮せず、シールリングの姿勢を保持する機能のみを有するものであ
ってもよい。
　（８）上記実施形態では第１シール面に対し姿勢保持部とは別に第１リップ部を当接さ
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で行うようにしてもよい。
　（９）上記実施形態では第２シール面に対して一対の第２リップ部が当接するようにし
たが、第２のシール面に当接する第２リップ部の数は、１つでもよく、３つ以上でもよい
。
　（１０）上記実施形態では第２シール面に当接する第２リップ部が、シールリングの姿
勢を保持する機能を発揮するようにしたが、第２リップ部は、姿勢保持機能を有せず、シ
ール機能のみを発揮するものであってもよい。
　（１１）上記実施形態では、姿勢保持部における第１シール面との当接部と姿勢保持部
の基端部（傾動支点）とを、第１部材と第２部材の組み付け方向と直角な方向（即ち、第
１シール面と平行な方向）において互いに離間した位置に配置することによって、変形方
向規制手段が構成されているが、これに限らず、姿勢保持部のうち第１シール面と交差す
る向きの外面に溝状の切欠部を形成し、この切欠部を変形方向規制手段として機能させて
もよい。この場合、姿勢保持部は、切欠部においてその溝幅を狭めるような形態で座屈し
易くなるので、確実に一定の方向に弾性変形するようになる。
　（１２）上記実施形態では第１シール面を有する第１部材が、取付孔を有するパネルで
ある場合について説明したが、本発明は、第１部材が、パネル以外の種々の形態や機能を
有するものである場合にも適用できる。
　（１３）上記実施形態では第２シール面を有する第２部材が、コネクタである場合につ
いて説明したが、本発明は、第２部材が、コネクタ以外の種々の形態や機能を有するもの
である場合にも適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】シールリングの正面図
【図２】図１のＸ－Ｘ線断面図
【図３】シールリングを第２部材に取り付けた状態をあらわす部分拡大断面図
【図４】第１部材と第２部材を取り付ける過程で、姿勢保持部が第１シール面により弾性
変形した状態をあらわす部分拡大断面図
【図５】シールリングが第１シール面と第２シール面との間で弾性的に挟み付けられた状
態をあらわす部分拡大断面図
【符号の説明】
【００４１】
　１０…シールリング
　１１…ベース部
　１２…姿勢保持部
　１５…変形方向規制手段
　１６…第１リップ部
　１８…第２リップ部
　２２…第１シール面（第１のシール面）
　２３…第２部材（第２シール面が形成されている部材）
　２５…第２シール面（第２のシール面）
　２６…押圧面
　２４…嵌合溝
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